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第４【提出会社の状況】 
 
１．【株式等の状況】 
 （１）【株式の総数等】 
  ①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 6,000,000,000 

計 6,000,000,000 
（注）株式の消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。 
 
  ②【発行済株式】 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成17年３月31日現在) 

提出日現在発行数（株） 
(平成17年６月24日現在) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 2,976,070,294 同左 
東京、大阪、名古屋 
(以上市場第一部) 

― 

計 2,976,070,294 同左 ― ― 
 
 （２）【新株予約権等の状況】 
   商法第 341 条の２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は次のとおりであります。 

2006 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成 16 年２月２日発行） 
 事業年度末現在     

（平成 17 年３月 31 日） 
提出日の前月末現在    
（平成 17 年５月 31 日） 

新株予約権の数（個） 30,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 138,990,825 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1 株につき 218 同左 

新株予約権の行使期間 平成 16 年２月 16 日～ 
平成 18 年７月７日（注） 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1 株につき 218 
資本組入額 1 株につき 109 

同左 

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできな
い 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権は転換社債型新株予
約権付社債に付されたものであ
り、本社債からの分離譲渡はでき
ない 

同左 

新株予約権付社債の残高（百万円） 30,000 同左 
（注）但し、繰上償還の場合は償還日の東京における 3 営業日前の日まで、買入消却の場合は当社が本社債を消却した時
又は当社の子会社が本社債を消却のため当社に交付した時まで、期限の利益の喪失の場合には期限の利益の喪失時ま
でであります。いずれの場合も、平成 18 年７月７日より後に本新株予約権を行使することはできません。 

 
 （３）【発行済株式総数、資本金等の推移】  

年月日 
発行済株式
総数増減数
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 
（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 
平成 13 年 10 月 16 日（注 1） － 2,835,982 － 213,667 491 132,800 

平成 14 年３月１日  （注 2） 31,568 2,867,550 1,500 215,167 4,842 137,642 

平成 15 年１月 31 日 （注 3） 107,000 2,974,550 2,996 218,163 2,996 140,638 

平成 15 年６月 25 日 （注 4） － 2,974,550 － 218,163 △72,727 67,911 

平成 15 年 12 月１日 （注 5） 1,520 2,976,070 － 218,163 － 67,911 
 
（注）１．当社の 100%子会社である神鋼灘浜物流（株）との合併に伴うものであります。 

２．神鋼興産（株）との合併（合併比率1：6.5）に伴うものであります。 
３．新日本製鐵（株）及び住友金属工業（株）への第三者割当増資に伴うものであります。（発行価格 56 円、資本

組入額 28 円） 
４．定時株主総会決議に基づく、欠損填補によるものであります。 
５．神鋼アルミ缶材（株）（旧商号：神鋼アルコアアルミ（株））との合併（合併比率 1：405.4488）に伴うものであ

ります。 
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 （４）【所有者別状況】 
平成 17年３月31日現在 

株式の状況（１単元の株式数 1,000 株） 

外国法人等 区分 政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券 
会社 

その他
の法人 個人 

以外 個人 

個人 
その他 計 

単元未満株
式の状況
（株） 

株主数（人） 2 143 88 1,483 357 39 165,098 167,210 － 

所有株式数（単元） 6 1,126,267 22,928 506,051 428,926 142 870,867 2,955,187 20,883,294 
所有株式数の割合（%） 0.00 38.11 0.78 17.12 14.51 0.01 29.47 100 － 

（注）１．自己株式 2,244,048 株は、「個人その他」に 2,244 単元、「単元未満株式の状況」に 48 株含まれております。な
お、自己株式数 2,244,048 株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は 2,235,048
株であります。 

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ 468 単元及
び 800 株含まれております。 

 

 （５）【大株主の状況】 
  平成 17 年３月 31 日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀行
（株）信託口 

東京都中央区晴海１－８－11 184,256 6.19 

日本生命保険（相） 東京都千代田区丸の内１－６－６ 139,234 4.68 
日本マスタートラスト信託銀行（株）
信託口 

東京都港区浜松町２－11－３ 134,791 4.53 

（株）みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 70,369 2.36 
新日本製鐵（株） 東京都千代田区大手町２－６－３ 53,500 1.80 
住友金属工業（株） 大阪市中央区北浜４－５－33 53,500 1.80 
神戸製鋼所従業員持株会 神戸市中央区脇浜町２－10－26 46,031 1.55 
三菱信託銀行（株） 東京都千代田区丸の内１－４－５ 43,324 1.46 
双日（株） 東京都港区赤坂６－１－20 42,016 1.41 
（株）ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３－21－24 41,802 1.40 

計 ― 808,823 27.18 
（注）（株）ＵＦＪ銀行の所有株式数には、同行の 100％子会社である（株）ＵＦＪエクイティインベストメンツが所有

する株式が 16,267 千株含まれております。 

 

 （６）【議決権の状況】 
  ①【発行済株式】 

  平成 17 年３月 31 日現在 
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  － － － 
議決権制限株式（自己株式等）  － － － 
議決権制限株式（その他）  － － － 
完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 28,287,000 － － 
完全議決権株式（その他） 普通株式 2,926,900,000 2,926,900 － 
単元未満株式 普通株式 20,883,294 － １単元（1,000 株）

未満の株式 
発行済株式総数  2,976,070,294 － － 
総株主の議決権  － 2,926,900 － 
（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が 468,000 株含まれております。また、「議決

権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 468 個が含まれております。 
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  ②【自己株式等】 
平成 17 年３月 31 日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式
数（株） 

他人名義
所有株式
数（株） 

所有株式数
の合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

当社 神戸市中央区 
脇浜町２－10－26 2,235,000 － 2,235,000 0.08 

関西熱化学（株） 尼崎市大浜町２－23 10,433,000 － 10,433,000 0.35 

浅井産業（株） 大阪市北区梅田 
１－12－39 7,307,000 － 7,307,000 0.25 

神鋼商事（株） 大阪市中央区 
北浜２－６－17 － 6,000,000 6,000,000 0.20 

神鋼鋼線工業（株） 尼崎市中浜町 10－１ 120,000 1,000,000 1,120,000 0.04 

三和鐵鋼（株） 愛知県海部郡 
飛島村金岡７ 415,000 － 415,000 0.01 

小室鋼業（株） 東京都墨田区吾妻橋 
１－７－７ 331,000 － 331,000 0.01 

（株）セラテクノ 明石市貴崎 
５－11－70 298,000 － 298,000 0.01 

オーアンドケースチール（株） 大阪市西淀川区 
中島２－８－81 75,000 － 75,000 0.00 

神鋼鋼板加工（株） 市川市二俣新町 17 73,000 － 73,000 0.00 
計 ― 21,287,000 7,000,000 28,287,000 0.95 

（注）１．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 9,000 株（議決権 9個）あります。
なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

   ２．他人名義の株式は、以下の名義で退職給付信託に拠出されたものであります。 
     みずほ信託銀行（株）退職給付信託神鋼商事口再信託受託者資産管理サービス信託 6,000,000 株 

（東京都中央区晴海１－８－12） 
     みずほ信託銀行（株）退職給付信託神鋼鋼線工業口再信託受託者資産管理サービス信託 1,000,000 株 
     （東京都中央区晴海１－８－12） 
 
 （７）【ストックオプション制度の内容】 
     該当事項はありません。 
 

２．【自己株式の取得等の状況】 
【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 
①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
 該当事項はありません。 

  
②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 
 該当事項はありません。 

 
３.【配当政策】 

 
利益配当につきましては、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付け、中長期的な視野

に立った事業展開を推進することにより、グループ全体での企業価値向上に努めております。 
成果の配分にあたりましては、財政状態、業績の動向、今後の資金需要等を総合的に考慮することとし、配当につき

ましては、継続的かつ安定的に実施していくことを基本としております。当期においては、１株につき３円とすること
が平成17年６月24日開催の第152回定時株主総会において決議されました。 
内部留保資金につきましては、将来の成長のために必要な投資等に充てることにより、収益力の向上に努めるととも

に、財務体質の改善・強化を進めてまいります。 
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４.【株価の推移】 
 （１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第148期 第149期 第150期 第151期 第152期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

最高（円） 77 92 81 166 201 

最低（円） 59 43 42 68 132 
 
 （２）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

月別 平成16年10月 11 月 12 月 平成17年１月 ２月 ３月 

最高（円） 170 162 158 165 191 201 

最低（円） 147 145 147 154 163 182 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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５．【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略暦 所有株式
数(千株) 

昭和36年 4月 入社 
昭和59年 1月 鉄鋼生産本部管理部長 
平成元年 6月 取締役 
平成 3年 6月 常務取締役 
平成 5年 6月 専務取締役 
平成 8年 6月 取締役副社長 
平成11年 4月 取締役社長 

取締役会長 
（代表取締役） 

 水越 浩士 昭和13年９月１日生 

平成16年 4月 取締役会長（現） 

240 

昭和42年 4月 入社 
平成 7年 4月 鉄鋼事業本部営業総括

部長 
平成 8年 6月 取締役 
平成11年 6月 取締役退任 
平成11年 6月 常務執行役員 
平成12年 6月 取締役 常務執行役員 
平成13年 6月 取締役退任 
平成13年 6月 専務執行役員 
平成14年 6月 取締役副社長 

取締役社長 
（代表取締役） 

 犬伏 泰夫 昭和19年２月10日生 

平成16年 4月 取締役社長（現） 

111 

昭和45年 4月 入社 
平成 7年 4月 技術開発本部開発企画

部長 
平成 8年 6月 取締役 
平成11年 6月 取締役退任 
平成11年 6月 常務執行役員 
平成12年 6月 取締役 常務執行役員 
平成14年 6月 取締役 専務執行役員 
平成15年 6月 専務取締役 
平成16年 4月 取締役副社長（現） 
（主要な兼職）  

取締役副社長
（代表取締役） 

技術開発本
部長 

佐藤 廣士 昭和20年９月25日生 

平成16年 6月 （株）国際健康開発セ
ンタービル 代表取締
役社長 

130 

昭和42年 4月 入社 
平成 8年 4月 鉄鋼事業本部鋳鍛鋼事

業部長 
平成 8年 6月 取締役 
平成11年 6月 取締役退任 
平成11年 6月 常務執行役員 
平成14年 6月 専務執行役員 
平成16年 4月 副社長執行役員 

取締役副社長
（代表取締役） 

鉄鋼部門長 木村 敏夫 昭和18年６月13日生 

平成16年 6月 取締役副社長（現） 

105 

昭和46年 4月 入社 
平成 9年 4月 機械エンジニアリング

事業本部機械本部圧縮
機センター長 

平成10年 6月 取締役 
平成11年 6月 取締役退任 
平成11年 6月 執行役員 
平成12年 6月 常務執行役員 

取締役副社長
（代表取締役） 

機械エンジ
ニアリング
カンパニー
プレジデン
ト 

小谷 重遠 昭和20年３月１日生 

平成15年 6月 
平成17年 4月 

専務取締役 
取締役副社長（現） 

90 

昭和44年 7月 入社 
平成11年 4月 執行役員 
平成13年 6月 取締役 常務執行役員 
平成15年 6月 常務取締役 
平成16年 4月 専務取締役（現） 
（主要な兼職） 
平成13年 6月 コウベ スチール インタ

ーナショナル（ネザーラン
ズ）B.V. 代表取締役社長 

専務取締役  浅岡 徹 昭和20年５月30日生 

平成16年 4月 上海神鋼計算機技術有
限公司 代表取締役会長 

94 
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役名 職名 氏名 生年月日 略暦 所有株式

数(千株) 
昭和44年 4月 入社 
平成11年 4月 執行役員 
平成14年 6月 常務執行役員 
平成16年 4月 専務執行役員 

専務取締役 アルミ・銅
カンパニー
プレジデン
ト 

中山 裕之 昭和21年５月22日生 

平成16年 6月 専務取締役（現） 

46 

昭和46年 4月 入社 
平成11年11月 執行役員 
平成14年 6月 取締役 執行役員 

専務取締役  松谷 高志 昭和23年８月24日生 

平成15年 6月 
平成17年 4月 

常務取締役 
専務取締役（現） 

78 

昭和44年 4月 入社 
平成12年 6月 執行役員 
平成15年 6月 常務執行役員 
平成16年 6月 
平成17年 4月 

常務取締役 
専務取締役（現） 

（主要な兼職）  
平成13年 4月 神鋼タセト（株） 代

表取締役社長 

専務取締役 溶接カンパ
ニープレジ
デント 

藍田 勲 昭和20年９月21日生 

平成15年10月 
 
 

平成17年 6月 

KOBE ウェルディングワ
イヤ（株） 代表取締
役社長 
エヌアイ・コウベ・ウ
エルディング（株） 代
表取締役社長 

68 
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役名 職名 氏名 生年月日 略暦 所有株式

数(千株) 
昭和37年 4月 入社 
平成元年 4月 機械エンジニアリング

事業本部企画管理部長 
平成元年 6月 取締役 
平成 3年 6月 常務取締役 
平成 5年 6月 専務取締役 
平成 8年 6月 取締役副社長 
平成14年 6月 取締役退任 
平成14年 6月 顧問役 

監査役 常勤 高田 治 昭和13年11月22日生 

平成16年 6月 監査役（現） 

73 

昭和47年 4月 入社 
平成15年 6月 執行役員 

監査役 常勤 大越 年祝 昭和24年５月13日生 

平成16年 6月 監査役（現） 
42 

昭和35年 4月 東京地方検察庁検事任
官 

平成 5年 7月 公安調査庁長官 
平成 7年 7月 仙台高等検察庁検事長 
平成 8年 6月 広島高等検察庁検事長 
平成 9年 6月 退官、弁護士登録 

監査役 非常勤 緒方 重威 昭和９年６月４日生 

平成13年 6月 監査役（現） 

25 

昭和36年 3月 帝人（株）入社 
平成 2年 6月 帝人（株）取締役 
平成 6年 6月 帝人（株）常務取締役 
平成 8年 6月 帝人（株）専務取締役 
平成12年 6月 帝人（株）専務取締役

退任 

監査役 非常勤 師田 卓 昭和11年８月16日生 

平成13年 6月 監査役（現） 

35 

昭和41年 4月 （株）第一銀行入行 
平成 6年 6月 （株）第一勧業銀行 

取締役 
平成 7年 5月 （株）第一勧業銀行 

常務取締役 
平成 9年 5月 （株）第一勧業銀行 

専務取締役 
平成 9年 6月 （株）第一勧業銀行 

副頭取 
平成11年 4月 （株）第一勧業銀行 

副頭取退任 
平成11年 4月 第一勧業証券（株）取

締役社長 
平成12年10月 みずほ証券（株）取締

役会長 
平成14年12月 みずほ証券（株）理事 
平成15年 6月 みずほ証券（株）理事

退任 

監査役 非常勤 金子 崇輔 昭和17年９月29日生 

平成15年 6月 監査役（現） 

13 

（注）監査役緒方重威、師田卓及び金子崇輔の３氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第 18 条第
１項に定める社外監査役であります。 
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（執行役員の状況） 
当社は、カンパニー制度の下で執行役員制を導入しておりますが、平成 17 年６月 24 日現在の執行役員は 24 名で、以下
のとおりであります。 
 
○本社等(鉄鋼部門を除く) 

氏名 役職名及び委嘱業務 略歴 
吉田 達樹 常務執行役員 

人事労政部、支社・支店（高
砂製作所を含む）、ラグビー部
統括室の担当、営業企画の担
当 

昭和46年４月 
平成15年６月 
平成17年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

川田 豊 執行役員 
技術開発本部副本部長、同開
発企画部長 

昭和50年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

昭和48年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

田中 順 執行役員 
経営企画部の担当、海外事務
所（鉄鋼部門所管を除く）の
担当 

 

昭和50年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

藤原 寛明 執行役員 
財務部の担当 

（主要な兼職） 
コウベ スチール インターナショナル（アメリカ）INC. 代表取締役会長 
コウベ スチール インターナショナル（USA)INC. 代表取締役会長 
コベルコフィナンシャルセンター（株） 代表取締役社長 

   
○鉄鋼部門   

氏名 役職名及び委嘱業務 略歴 
田中 毅 専務執行役員 

鋼材生産全般の担当、加古川
製鉄所長 

昭和45年４月 
平成12年６月 
平成15年６月 
平成17年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員 
専務執行役員（現） 

昭和46年４月 
平成13年６月 
平成15年６月 
平成17年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員 
専務執行役員（現） 

小山 敬治 専務執行役員 
チタン本部、鉄粉本部の担当、
鉄鋼総括部の担当 

（主要な兼職） 
コベルコ メタル パウダー オブ アメリカ,INC. 代表取締役会長 
昭和45年４月 
平成13年６月 
平成15年６月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

（主要な兼職） 

中園 政明 常務執行役員 
ＩＰＰ本部長 

神鋼神戸発電（株） 代表取締役社長 
賀屋 知行 常務執行役員 

鋼材営業全般の担当 
昭和47年４月 
平成13年６月 
平成16年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

大西 功一 常務執行役員 
環境エネルギー部の担当、鉄
鋼部門鋼材生産技術の担当、
技術総括部長 

昭和46年４月 
平成14年６月 
平成16年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

中村 秀樹 常務執行役員 
鋼材商品技術の担当 

昭和46年４月 
平成14年６月 
平成16年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

村瀬 敬一 常務執行役員 
業務部、鉄鋼部門資材部、建
設技術部の担当 

昭和46年４月 
平成15年６月 
平成17年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

阿部 央道 執行役員 
鋳鍛鋼事業部長 

昭和47年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

小南 孝教 執行役員 
神戸製鉄所長 

昭和50年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

山口 育廣 執行役員 
薄板、線材条鋼営業の担当 

昭和50年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

公文 康進 執行役員 
輸出、厚板営業の担当 

昭和50年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

吉田 裕信 執行役員 
原料部長 

昭和49年４月 
平成17年４月 

入社 
執行役員（現） 
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○アルミ・銅カンパニー  

氏名 役職名及び委嘱業務 略歴 
昭和45年４月 
平成12年６月 
平成15年６月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

（主要な兼職） 

大城 英夫 常務執行役員 
銅板事業、鋳鍛事業、技術開
発の担当 

コウベ アルミニウム オートモーティブ プロダクツ LLC 代表取締役社長 
コウベ エレクトロニクス マテリアル（タイ）CO.,LTD 代表取締役会長 
昭和50年４月 
平成15年６月 

入社 
執行役員（現） 

（主要な兼職） 

高橋 徹 執行役員 
真岡製造所長 

神鋼真岡総合サービス（株） 代表取締役社長 
昭和48年４月 
平成15年６月 

入社 
執行役員（現） 

下村 良介 執行役員 
アルミ板、銅板事業営業の担
当 （主要な兼職） 

コウベ プレシジョン テクノロジー SDN.BHD 代表取締役会長 
長井 生一 執行役員 

押出事業、プレジデント特命
事項の担当 

昭和49年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

   
○機械エンジニアリングカンパニー  

氏名 役職名及び委嘱業務 略歴 
昭和45年４月 
平成11年４月 
平成14年６月 
平成16年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員 
専務執行役員（現） 

（主要な兼職） 

青木 克規 専務執行役員 
バイスプレジデント、エンジ
ニアリング事業部長、同事業
部鋼構造本部長 

神戸熱供給（株） 代表取締役 
昭和47年４月 
平成14年６月 
平成16年４月 

入社 
執行役員 
常務執行役員（現） 

（主要な兼職） 

重河 和夫 常務執行役員 
バイスプレジデント、産業機
械事業部長 

コベルコ スチュワート ボーリング,INC. 代表取締役会長 
昭和47年４月 
平成16年４月 

入社 
執行役員（現） 

（主要な兼職） 

毛利 修三 執行役員 
圧縮機事業部長、高砂機械セ
ンター長 

神鋼圧縮機製造（上海）有限公司 代表取締役会長 
コベルコ コンプレッサーズ （アメリカ）INC. 代表取締役会長 

   
○不動産カンパニー  

氏名 役職名及び委嘱業務 略歴 
昭和42年４月 
平成17年４月 

入社 
常務執行役員（現） 

藤川 泰延 常務執行役員 
不動産カンパニープレジデン
ト （主要な兼職） 

城山開発（株） 代表取締役社長 
神鋼保険サービス（株） 代表取締役社長 
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６．【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 

当社は、監査役制度を採用しておりますが、事業ユニットごとの収益力強化や、経営資源の選択・集中による事業

構造の変革を遂行するための経営システムとして、社内カンパニー制を敷いております。経営上の意思決定、執行及

び監督に係る経営管理組織その他のコーポーレート・ガバナンス体制の概要は、次の図のとおりです。 

 

 

 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 

取締役会については、経営の意思決定と日常業務の執行は密接不可分であるという認識の下、経営トップ、本社

部門の重要な役割を担う者及び経営に重要な影響を与える事業部門、カンパニーの長又はこれに準ずる者で構成し

ております。 

業務の執行につきましては、業務執行の中核は、株主及び取引先等関係者に対し法的責任を負う取締役が担うべ

きであることから、主要な事業部門については、取締役が業務執行を統括し、その指揮の下で執行役員が業務の執

行を分担することとしております。なお、当社の執行役員は、法定の機関ではありませんが、取締役によって選任

され、取締役会から委嘱された業務を執行する重要な役職であると位置付けております。 

このように、経営の意思決定、業務執行の体制を構築する一方、当社は監査役制度において、監査役の員数を社

外監査役 3名を含む 5名とし、監査機能を一層強化することで企業統治の実効性を高めてまいりました。なお、社

外監査役と当社との間に、取引関係その他の利害関係はありません。 

内部監査につきましては、独立した監査組織として監査部を設置しており、人員は 7名で構成しております。全

社的な業務執行に関する監査を行ない、その適切性や有効性を検証し、必要に応じて問題点の改善・是正について

提言を行なうとともに、コンプライアンス、環境、情報セキュリティ等の各種監査につきましては、それぞれの統

括部門が監査部と連携して実施しております。 

会計監査につきましては、あずさ監査法人に所属する安川 文夫、日根野谷 正人、北山 久恵の 3名の公認会計士

が監査業務を執行しております。また、会計監査業務に係る補助者は、同監査法人に所属する公認会計士 7名及び

会計士補 8名であります。 

株  主  総  会 

取締役会 
 社内取締役 
 

監査役会 
 社内監査役 
 社外監査役 

会計監査人 

本社、事業部門及び 
各カンパニー 

 取締役 
執行役員 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会 
代表取締役社長 
 取締役 
 社外有識者 

代表取締役社長 内部通報ｼｽﾃﾑ 
社外弁護士 

監査部 

選任 

監査 

選任

諮問

勧告

会計監査 

選任

監査 

選任 
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なお、監査役監査、内部監査及び会計監査の連携につきましては、相互に定期的に会合を持ち、情報の共有化を

図るなど緊密な連携を保ち、効率的な監査を実施するよう努めております。 

  

 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

 

リスク管理体制につきましては、当社は、法令や社会規範の遵守なくして企業の存立はあり得ないとの認識の下、

コンプライアンス体制の再構築を経営の最重要課題と位置付けております。 

平成 12 年６月には、法令等を遵守するための具体的な企業行動指針として「企業倫理綱領」を制定し、平成 15

年３月にはこれを改定いたしました。本綱領は、よき「企業市民」として法令その他の社会規範を遵守し、環境に

配慮しながら、優れた製品・サービスの提供を通じて社会に貢献するため、会社及び役員、社員が守るべき規範・

基準を記載しております。 

また、平成 15 年６月、取締役会の諮問機関として「コンプライアンス委員会」を設置し、様々な取り組みを実

施してまいりました。具体的には、推進計画の立案と進捗状況の確認のほか、「内部通報システム」に通報のあった

事案に関する施策を取締役会に上程するなど、コンプライアンス経営の実効を高めております。 

更に、この取り組みを当社グループ全体にも広げるべく活動を展開しており、主なグループ会社においても「企

業倫理綱領」を策定し、「コンプライアンス委員会」を設置いたしました。更に、外部の弁護士を受け皿とした「神

鋼グループ内部通報システム」を構築するとともに、各社において役員を含めた全社員の意識への浸透を図るため、

各種マニュアルの作成、教育などを実施しております。 

一方、当社事業を取り巻くリスクについては、意思決定に際して、当該案件に関するリスクを的確に分析し評価

するために、あらかじめ明確な決裁基準を設けており、この基準にしたがって、厳格な運用がなされております。

また、平成 13 年 10 月には各種リスクを抽出し、その予防保全策、モニタリング体制、責任体制を定めた「リスク

管理大綱」を策定いたしました。各部門が同大綱に従って想定リスクを回避し、リスク発生時の損害をミニマイズ

するようリスク管理体制を構築しております。 

 

（３）役員報酬の内容 

 

  当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は以下のとおりです。  

                         （百万円） 

区 分 報酬支払額 退職慰労金支払額 

取締役 450  72  

監査役 87  60  

合 計 538  133  

 

（４）監査報酬の内容 

 

 当社があずさ監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬及びその他の報酬は、以下のとおりです。  

                         （百万円） 

区     分 支 払 額 

監査証明に係る報酬 55  

上記以外の報酬 14  

合     計 70  

 


